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1 序論 温暖化による水循環への影響が顕在化しつ
つある状況で，洪水災害の規模や頻度が今後どのよう
に変化するかを適切に予測することが求められている．
水循環の将来予測には大気大循環モデル（Atmo-

spheric General Circulation Model: AGCM）が用いら
れることが多いが，それには地表付近の水循環を表現
する陸面スキームが組み込まれており，これは大気へ
の水・熱供給という観点から最適化されている．洪水
災害を適切に予測するためには，加えて河川流量の観
点からも最適化されていることが望ましい．
そこで本研究では，AGCMの陸面スキームを，河川
流量の推定においてより高い精度を示す陸面スキーム
である SiBUCに差し替えることで，算出される流出量
や降水量に与える影響の分析を試みた．

2 モデルの概要
2.1 大気大循環モデルMRI-AGCM3.2の概要 気
象研究所が開発している AGCM が MRI-AGCM であ
る．最新版であるMRI-AGCM3.2

1) による現在気候の
再現結果や将来予測の推定結果は，地球温暖化予測情
報第 8巻や d4PDFなどに用いられている．
2.2 陸面スキームMRI-SiBの概要 MRI-AGCM3.2

の陸面スキームである MRI-SiBは，Simple Biosphere

model（SiB）をもとに Hirai et al.
2) が改良したもので

ある．MRI-SiBはいくつかのバージョンが開発されて
いるが，本研究では SiB0109を用いた．
SiB0109 は大気側から気圧，気温，比湿，風速，降
水，短波放射，長波放射などを受け取り，気温，比湿，
風速，流出，顕熱，潜熱などを渡している．
2.3 陸面スキーム SiBUC の概要 SiBUC

3) は SiB

をベースに，京都大学防災研究所で開発されてきた
陸面スキームである．これは陸面スキームの精度向上
を目的に，SiBに都市・水体の効果が加えられている．
SiBUC では，それぞれの陸面グリッドを都市，水体，
植生地の 3つの土地利用に分類し，それぞれの領域で
フラックス計算を行う．そして，それらを面積割合で
加重平均を取り，合計を大気側へ渡している．
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表 1 月平均降水量，流出量，蒸発散量の変化（単位：
mm）．

SiB0109 SiBUC 変化量
降水量 60.2 46.9 −13.3

流出量 3.03 14.0 +11.0

蒸発散量 58.2 30.9 −27.3

タイのチャオプラヤ川流域を対象とした先行研究4)

の結果では，SiBUCの方が流出量が多くなると予想さ
れる．
2.4 SiB0109と SiBUCの変数の対応 AGCM内の
陸面スキームを SiB0109から SiBUCへ変更するにあた
り，これらのスキームが出力する変数の対応を調べた．
その結果，SiB0109が出力する変数のうち，気温や流
出，潜熱，顕熱など多くは SiBUCにも対応する変数が
存在したが，境界層モデルに渡される変数については
SiBUCに対応する変数がないことが分かった．これら
の変数に関して，SiB0109のプログラム内にある変数
の計算コードを SiBUCに移植することで，SiBUCで
も出力できるようにした．

3 計算結果
3.1 計算条件 本研究では，格子サイズが 60kmで，
格子数が東西 640格子，南北 320格子のMRI-AGCM3.2

を用いて計算を行った．境界条件は英国気象庁ハドレー
センターの海面水温・海氷観測値を各緯度で内挿して
与えた．初期値は ERA-5を元に作成した．計算期間は
1979 年 7 月から 1988 年 12 月までの約 10 年間である
が，初期値の影響を考慮し，1981 年 1月から 1988年
12月までの 8年間の計算結果の平均値を求めて比較を
行った．
3.2 計算結果 図 1 に，陸面スキームを SiB0109 か
ら SiBUCへ変更したことによる計算結果の変化率（=

SiBUCを組込んだ時の計算値/SiB0109を組込んだ時の
計算値）の分布を示す．流出量の変化率の分布を示し
た図が図 1(a)で，降水量の変化率の分布を示した図が
図 1(b)である．陸面スキームを変更することで，多く

II-34 令和4年度土木学会全国大会第77回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - II-34 -



(a) 流出量の変化率． (b) 降水量の変化率．

図 1 陸面スキームを SiB0109から SiBUCへ変更したことによる計算結果の変化率．
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(a) 陸面スキームが SiB0109の場合．
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(b) 陸面スキームが SiBUCの場合．

図 2 降水量（青色），流出量（赤色），蒸発散量（水色）の時間変化．

の地域で予想通り流出量が増加した．降水量は増加し
た地域もあるが，減少した地域もある．
流出量や降水量が変化した要因を考察するため，降
水量，流出量，蒸発散量の時間変化を調べた．流出量
が増加し降水量が減少した地域の一例として，図 2に
西経 100°，北緯 45°の領域における各値の時間変化
を示す．陸面スキームが SiB0109の場合の図が図 2(a)

で，SiBUCの場合の図が図 2(b)である．また，表 1に，
それぞれの場合の月平均降水量，流出量，蒸発散量の
値とそれらの変化量を示す．これらから，陸面スキー
ムを変更することで，降水量と蒸発散量は減少する一
方，流出量は増加することが分かった．これは，水収
支の観点から，流出量が増加したため蒸発散量が減少
し，その結果降水量が減少したと考えられる．

4 結論 MRI-AGCM3.2 の陸面スキームを SiB0109

から SiBUCへ変更することで推定される流出量や降
水量にどのような影響を与えるかを調べた．流出量，
降水量ともに場所によって増加したり減少したりする
ことが分かった．また，ある領域の降水量，流出量，蒸

発散量の時間変化を調べると，陸面スキームを変更す
ることで流出量の計算結果が変わり，それが降水量の
結果に影響を与えることが分かった．
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